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序     文 

 

 現在、サモア独立国は国家開発計画の基本方針戦略を示した「サモア国家開発戦略（SDS）

2005-2007」の中で、「国民の選択肢の拡大“Enhancing people’s choice”」をテーマとして掲げ、技術教

育訓練を通しての人的資源の開発、就業機会の創出を重要課題としています。 

 このような課題に対し、わが国は 2004 年度無償資金協力により同国唯一の高等職業教育機関であ

るサモアポリテクニク（aSP) の施設・機材を拡充していますが、ハード面での整備にあわせ、同国

はカリキュラムの改善、教育・訓練内容の見直し、運営体制の強化等のための技術協力をわが国に要

請してきました。 

 この要請を受け、2005 年 4 月に基礎調査団を派遣し、サモア側と協議の上、SP のマネジメント強

化および産業界のニーズに合致した教育・訓練体制作りを支援する妥当性を確認しました。 

 2005 年 11 月には事前評価調査団を派遣し、基礎調査での協議内容を踏まえ、SP の現状分析およ

び問題点を明らかにするための調査を行った上で、具体的な計画の策定に係る協議を行いました。こ

の結果、「サモア国技術職業訓練強化計画」を 2006 年 7 月より 2 年間の計画で実施することとなり、

2006 年 3 月 27 日に討議議事録（R/D）等の署名をサモア側と JICA サモア事務所の間で取り交わし、

協力が開始されました。 

 本報告書は、その後の協力の進捗を経て、2008 年 2 月に終了時評価が行われ、同調査の結果を取

りまとめたものであり、今後のプロジェクト期間終了までの活動及び類似プロジェクトの実施に活用

されることを願うものであります。 

 最後に、本調査にご協力頂いた内外関係機関に、改めて深い感謝の意を表するとともに引き続き一

層のご支援をお願いする次第です。 

 

 平成 20 年 8 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 

部長 西脇 英隆 
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略 語 表 

   

略語 正式名 日本語 

APTC Australia-Pacific Technical College オーストラリア・太平洋技術

学院 

CAT Certificate of Adult Teaching 成人教育資格 

IAP Industry Advisory Panel 産業界諮問委員会 

NUS National University of Samoa サモア国立大学 

NUSIoT National University of Samoa, Institute of Technology サモア国立大学 Institute of 

Technology 

PDM Project Design Matrix プロジェクト･デザイン・マ

トリックス 

QC Quality Circle クオリティ・サークル 

SATVETI Samoa Association of Technical and Vocational 

Education and Training Institutes 

サモア技術職業訓練教育評

議会 

SDS Strategy for the Development of Samoa サモア国家開発戦略 

SP Samoa Polytechnic サモアポリテクニク 

SQA Samoa Qualification Authority サモア資格認定機構 



 
 



 

評価調査結果要約表 

 

１. 案件の概要 

国名：サモア独立国 案件名：技術職業教育訓練強化計画プロジェクト 

分野：産業技術教育・職業訓練  援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：人間開発部 協力金額（評価時点）：約1億1000万円 

先方関係機関：サモア国立大学 

Institute of Technology（NUSIoT） 

日本側協力機関：なし 

協力期間 2006年7月1日〜2008年6月30日 

 

他の関連協力：  

「職業訓練学校拡充計画」（2004-2005） 

１－１ 協力の背景と概要 

 サモアは国家開発計画の基本方針戦略を示した「サモア国家開発戦略（Strategy for the Development of 

Samoa：SDS）2002-2004」の中で基礎教育と高等教育水準の改善を目標の一つとして掲げ、技術教育訓練を

通しての人的資源開発、就業機会の創出を重要課題としている。サモア産業界においても高度な技術を有

する人材の確保が必須となっている。しかし、同国唯一の高等職業教育機関であるサモアポリテクニク

（Samoa Polytechnic：SP）における技術職業教育の内容は基礎理論レベルにとどまっており、産業界のニ

ーズに合致しておらず、同ニーズに基づいたカリキュラムの改善、教育・訓練内容の刷新、即戦力となり

うる技術力を持つ人材の育成、施設機材の更新が急務となっている。このような課題に対して、日本は2004

年度無償資金協力による施設機材の拡充を行い、これに合わせてサモア国はソフト面での技術協力（カリ

キュラム改善、教育・訓練内容の見直し、運営体制の強化など）を2004年8月に要請してきた。 

 なお、SPは2006年2月にサモア国立大学（National University of Samoa：NUS）と合併し、サモア国立

大学Institute of Technology（National University of Samoa, Institute of Technology：NUSIoT）と

名称変更されている。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標 

   NUSIoTとサモア技術職業訓練教育評議会（Samoa Association of Technical and Vocational 

Education and Training Institutes :SATVETI）メンバー校が産業界のニーズに見合った卒業生を

輩出する。 

（２）プロジェクト目標 

   産業界のニーズに合った学生を育成するためにNUSIoTのマネジメントシステムが強化される。 

（３）成果 

      成果１：産業界との連携強化 

    成果２：NUSIoTとSATVETIメンバー校の能力向上 

      成果３：適切な施設・機材の管理 

（４）投入（評価時点） 

○日本側 



 

1) 専門家派遣       のべ 4名（総括／職業訓練運営管理、副総括／産業界連携強化、訓練

サイクル管理、施設･機材維持管理） 計 21.4M/M 

2) カウンターパート研修  本邦研修 3 名、ニュージーランド研修 1 名 

3）ローカルコスト負担   総額 約 4500 万円 

○サモア側 

1) カウンターパート配置  37 名   

2) 土地・施設の提供  

２. 評価調査団の概要 

調査者 （担当分野：氏名、職位） 

総  括：四釜 嘉總 国際協力機構 サモア駐在員事務所長 

協力企画：安藤 朋  国際協力機構 人間開発部第二グループ技術教育チーム 

評価分析：井田 光泰 株式会社インターワークス 適材適所事業部 

調査期間 2008年2月12日から2008年2月24日まで 評価種類：終了時評価 

３. 評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

サモア政府は、「SBS（2005-2007）」で技術職業教育を通した人材育成を重要課題とし、次期（2008-2010）

の開発戦略（ドラフト）でも引き続き技術職業教育を優先課題に位置づけている。従って、本プロジェク

トはサモアの政策上の優先課題に合致していると判断される。 

日本のサモアに対する国別援助政策でも技術職業教育の強化を優先課題としており、本プロジェクトの

掲げる上位目標とプロジェクト目標は日本・サモア双方の政策上の優先課題に沿ったものである。本プロ

ジェクトは産業界とサモアの技術職業教育機関のニーズに応えるもので、受益者ニーズの反映という観点

からも妥当性が高いと判断される。 

 

（２）有効性 

成果１：産業界との連携強化 

NUSIoT と産業界の間の公的なチャンネルとして産業界諮問委員会（Industry Advisory Panel: IAP）が

あり、プロジェクトでは IAP 会議の定例化などを図ったが、企業側の参加が弱く、十分な効果を得ること

ができなかった。このため、IAP の機能を補完するものとして、産業界ニーズと現行カリキュラムの課題

を把握するための会社訪問と、学生のキャリアパスや必要な能力・技能についての理解を深めるためのゲ

ストスピーカーシリーズを導入した。クオリティ・サークル（Quality Circle：QC ）グループとシニア講

師が中心となり、これまでに 36 社を訪問し、6 回のゲストスピーカーシリーズを開催した。会社訪問の結

果は NUSIoT マネジメントと関連する学科にフィードバックされた。こうした新たな取り組みの導入によ

り、産業界との連携強化が大幅に強化された。 

 

成果２：NUSIoT と SATVETI メンバー校の能力強化 

成果２に対応する取り組みとして、（１）教授法の強化・カリキュラムの改善、及び（２） NUSIoT のマ

ネジメント・事務能力強化を図った。 

（１）に関しては、KAIZEN 研修コースの開発、成人教育資格（Certificate of Adult Teaching : CAT）



 

プログラムの実施、会社訪問の結果に基づくカリキュラムの改善を行った。KAIZEN 研修コースは日系企業

の協力を得て教材開発を行い、これまでに NUSIoT スタッフに対する短期コースが試行された。今後、NUS

の他部署と SATVETI メンバー校に対する研修が予定されている。また、NUSIoT の共通科目としてカリキュ

ラムに KAIZEN を加えることが検討されている。CAT プログラムについてはこれまでの実施方法を見直して、

現在 16 名の SATVETI メンバー校に対して CAT プログラムの全コースが実施されており、2008 年 6 月に全

員がプログラムを修了できる見込みである。 

（２）に関しては、プロジェクトではマネジメント力・事務能力の強化を進める上で KAIZEN が有効なア

プローチであることに注目して QC グループを中心として、省エネや事務作業の省力化といった具体的な

KAIZEN 活動に取り組んだ。省エネについてはこれまでに 2回のキャンペーンを実施して、1 回目で 23.2%、

2 回目で 30%の省エネを達成した。郵送作業の事務効率化を図るためのメール・マージの導入にも取り組み、

この導入により 100 時間分の労働効率化が可能となると試算されている。本プロジェクトではマネジメン

ト力強化のアプローチが導入され、具体的な取り組みを通して NUSIoT の学習効果が確認された。 

 

成果３：施設・機材の適切な管理 

プロジェクトでは NUSIoT の School of Business と School of Engineering の所有機材の棚卸し、資産

管理ソフトについての職員研修とデータベースの更新、コードブックによる機材管理システムの導入等を

行った。こうした活動の結果、NUSIoT は施設・機材の管理状況を把握できるようになり、NUS に対して実

態に基づく資産管理報告ができるようになった。コードブックによる管理システムは 2007 年 12 月から導

入され、管理責任者である各講師からの報告に基づきデータベースを更新して、維持管理の必要な機材の

特定なども一元的に把握できるようになった。こうした点から、成果３の成果目標はほぼ達成されたと判

断できる。 

 

（３）効率性 

調査団による専門家と NUSIoT 関係者へのヒアリングによれば、専門家の派遣時期や研修など日本側の投

入の規模・タイミングに問題はなく、円滑にプロジェクトが実施された。活動もほぼ当初計画通りに進ん

でいる。当初想定された成果目標についても、専門家投入期間がのべ 21 ヶ月間という規模を考慮すると、

妥当なものであったと判断できる。 

 

（４）インパクト 

本プロジェクトの上位目標は、NUSIoT と SATVETI メンバー校が産業界のニーズに見合った卒業生を輩出

することである。プロジェクトは 1 年半を経過したところであり、この上位目標への貢献度を客観的に示

すデータはまだない。プロジェクト開始前には NUSIoT は卒業生の就職状況の調査を行っておらず、本プロ

ジェクトで初めて調査を実施した。この結果によれば就職率は 87.2%で、当初 NUSIoT が想定していた以上

に良好な就職状況であった。今後、定期的に就職状況の調査を継続していくことで、本プロジェクトの貢

献度を測ることが可能となる。また、産業界ニーズとの合致という点に関しても本プロジェクトで導入し

た会社訪問を継続することで、卒業生に対する企業の評価や NUSIoT についての満足度の変化を把握するこ

とができると思われる。 

 

（５）自立発展性 



 

自立発展性を検討する際に最も危惧されたのはNUSIoTの財政面での自立発展性であるが、NUSIoTは 2007

年度から授業料を 2倍に引き上げ、コスト削減等に努めるなど、自主的な努力を行っている。さらに、2008

年 1 月からオーストラリア・太平洋技術学院（Australia-Pacific Technical College：APTC）が第１回生

の受け入れを始めたことで、今後は毎年 APTC からの施設・機材の使用料が入るため、NUSIoT にとって大

きな財源となった。今後 NUSIoT はリースする施設・機材の適切な管理も求められるため、無償資金で供与

された機材の保守・維持管理にとってもプラス面となる。 

プロジェクトでは会社訪問、ゲストスピーカーシリーズ、KAIZEN の導入と研修コースの開発、機材管理

システムなど、新たな取り組みを導入した。プロジェクトでは QC グループのメンバーの自主的な参加を促

しながら活動を進めており、調査団の QC グループリーダーへのヒアリングによれば、プロジェクト終了後

も QC グループの形態を維持して活動を継続していく意向で、グループによっては既にプロジェクト後も含

めた活動計画やスケジュールを作成している。また、機材管理システムや産業連携などは職員の業務規定

や業務計画に明示するなど、制度としての定着も図っている。こうした点から NUSIoT マネジメントが引き

続き QC グループの活動を支援・奨励することで、プロジェクト成果の継続性が保たれると思われる。 

 

３－２ 効果発現に貢献した要因/問題点及び問題を惹起した要因 

APTC の設立によって NUSIoT は財政面だけでなく、APTC 講師による技術支援を受けることもできる。特

に、本プロジェクトの自立発展性確保のためには、APTC がプラスの促進要因となっている。 

プロジェクトの期間が 2年間と短いことから、NUSIoT のマネジメントは、専門家から最大限に技術・知

識を習得し、学習効果を得るように働きかけてきた。こうした意識が高いため、職域や担当分野にとらわ

れない QC グループの自主的な活動が可能となった。 

サモアではほとんどが零細企業であり、産業団体や職種別の団体は存在しないか、あっても極めて脆弱

である。このため、職種別のニーズを把握することが難しく、IAP のメンバーが十分に機能を果たせない

要因となった。 

 

３－３ 結論 

本プロジェクトはサモア政府の技術職業教育に対する政策と日本政府のサモアに対する支援方針に合致

している。プロジェクトの投入の量とタイミングも適切であった。当初想定したプロジェクト目標と成果

目標はほぼ順調に達成されつつある。自立発展性については、NUSIoT が QC グループによるマネジメント

強化などの体制を維持して、スタッフの積極的な参加を促進できれば、プロジェクト後もプロジェクトの

成果を維持・拡大できる可能性が高い。インパクトの発現についてはいくつかのプラスの効果が生まれて

いる。今後、NUSIoT がプロジェクトで導入した諸活動を継続していくことで上位目標に対する貢献度を高

めることができる。 

 

３－４ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（１） コードブックを活用した機材の管理システムは開始されたばかりであり、NUSIoT のマネジメント

が定期的にモニタリングすること。 

（２） 企業訪問、ゲストスピーカーシリーズといった活動はまだ NUSIoT の方針として位置づけられてい

ないため、既存の IAP の実施方針を見直して、IAP、企業訪問、ゲストスピーカーシリーズの意義と

役割、具体的な実施方法や担当・責任者（部署）を明示すること。 



 

（３） プロジェクトでは講師のデータベースを整備するなど、ワークプレイスアタッチメントに必要な

環境整備を行った。このスキームを再開するためには、NUSIoT マネジメントが講師のスケジュールや

講師補充などで必要な措置を取るなどして、意欲のある講師が実際に参加できる環境を整備するこ

と。 

（４） プロジェクトでは KAIZEN の短期研修コースの開発を行った。KAIZEN は NUS、SATVETI メンバー校、

民間企業、公官庁でもニーズがあるため、開発した研修コースのプロモーションのための材料を作成

して、プロジェクト後 NUSIoT が売り込みを行うための準備を行うこと。NUS と SATVETI メンバー校に

対してはプロジェクト終了までに短期研修コースを実施して、研修講師の育成と研修実績作りを行う

こと。 

 

 



 

 

 

 



Evaluation Summary 

 

1. Outline of the Project 

Country: Independent State of Samoa 

 

Project title: The Project for Strengthening 

Technical and Vocational Education Development 

in Samoa 

Issue/Sector: Industrial technology education, 

vocational training 

Cooperation scheme: Technical Assistance Project

Division in charge: Human Development 

Department 

Total cost (as of the time of evaluation): Approx. 

110 million yen 

Partner country’s organizations involved: 

National University of Samoa, Institute of 

Technology（NUSIoT） 

Supporting organizations in Japan: none 

Period of 

cooperation: 

July 1, 2006 – June 30, 2008 

Related cooperation: Project for Upgrading and 

Extension of Samoa Polytechnic in the Independent 

State of Samoa (2004-2005) 

1-1 Background of the Project 

The Independent State of Samoa specifies improvements in basic education and the level of tertiary 

education as one of the goals in the “Strategy for the Development of Samoa 2002-2004,” which 

shows the basic policy strategy for the development of the state. It prioritizes the development 

of human resources and creation of employment opportunities through technical education and 

training. It is also essential for Samoan industry to secure human resources with advanced skills. 

However, technical and vocational education provided by the Samoa Polytechnic, which is the only 

tertiary education institute for vocational training in the country, remains at the level of basic 

theory, and does not meet industrial needs. Therefore, there is a pressing need to improve 

curriculums according to such needs, to revise education and training, to establish technical 

capabilities that can be immediately used at workplaces, and to update the machinery used at 

facilities. In light of such problems, Japan was engaged in the upgrading and extension of facility 

machineries through grant aid cooperation in FY2004. Accordingly, there was a request for a software 

technical assistance program (for curriculum improvement, the revision of education and training, 

the reinforcement of administration, etc.) in August 2004. 

Samoa Polytechnic merged with the National University of Samoa in February 2006, and the name 

changed to the National University of Samoa, Institute of Technology (NUSIoT). 

 

1-2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

A large number of skilled workers to meet industrial needs are produced from NUSIoT and other SATVETI 



members. 

(2) Project Purpose 

The management system of NUSIoT is enhanced in order to train students who can meet the industrial 

needs.  

(3) Outputs 

Output 1: Cooperation with industrial circle through IAP and relevant industry representatives 

is enhanced 

Output 2: Capacity of NUSIoT and SATVETI staff is strengthened. 

Output 3: Machinery and facilities are managed and maintained properly. 

(4) Input (as of the time of evaluation) 

○ Japanese side 

1) Dispatch of experts: 4 people in total, 21.4M/M in total 

2) Counterparts training: 3 people trained in Japan, 1 person trained in New Zealand 

3） Local cost: 45,000,000 yen in total 

○ Samoan side 

1) Counterparts: 37 people 

2) Provision of land and facilities 

2. Evaluation Team 

Evaluators (area of responsibility: name, position) 

Leader: Yoshifusa SHIKAMA, Resident Representative, JICA Samoa Office  

Cooperation planning: Tomo ANDO, Technical Education Team, Group II, Human 

Development Department, JICA  

Evaluation analysis: Kaneyasu Ida, Human and Social Development Partnership, 

INTERWORKS CO.,Ltd. 

Evaluation 

period 

From February 12, 2008 to February 24, 2008 Type of evaluation: terminal 

evaluation 

3. Summary of the Results of Evaluation 

3-1 Summary of the Results of Evaluation 

(1) Relevance 

The Samoan government established human resources development through technical and vocational 

education as an important issue in the “Samoa Development Strategy 2005-2007; SDS,” and has placed 

continuous technical and vocational education as one of priority issues in the new SDS (draft) 

for the next term (2008-2010). Therefore, it is judged that this Project is consistent with the 

Samoan government`s priority policy issues. 

Enhancement of technical and vocational education is also indicated as a priority issue in the 

country program for Samoa by Japan. Thus, the overall goal and purpose of this Project are in line 

with the priority policy issues both in Japan and in Samoa. This Project meets the needs of industry 

as well as the technical and vocational educational institutes of Samoa, and is judged to be highly 

relevant also from the perspective of the needs of beneficiaries. 



 

(2) Effectiveness 

(Output 1: Cooperation with industrial circles through IAP and relevant industry representatives 

is enhanced.) 

IAP (Industry Advisory Panel) exists as an official channel connecting NUSIoT and industry. 

Although the Project tried to regularize IAP meetings, since participation by companies was not 

active it did not generate satisfying effects. For this reason, the Project introduced measures 

to supplement the functions of the IAP, namely, company visits to facilitate understanding of 

industrial needs and problems of the existing curriculum, and a Guest Speaker Series to gain further 

understanding of possible career paths and the required capability/skills for students. With QC 

(quality circle) groups and senior lecturers serving a central role, 36 companies have been visited 

and six Guest Speaker Series have been held so far. Feedback of the results of company visits were 

made to departments related to NUSIoT management. By introducing these kinds of new efforts, 

coalition with industrial circles has been enhanced significantly. 

 

(Output 2: Capacity of NUSIoT and SATVETI staff is strengthened.) 

As for Output 2, efforts were made to (1) reinforce teaching methods and improve curriculums, and 

(2) enhance the management and administration capabilities of NUSIoT.  

As for (1) above, KAIZEN training courses has been developed, CAT programs implemented and 

curriculum improvements based on the results of company visits achieved. Teaching materials for 

the KAIZEN training course were developed with the help of Japan-affiliated companies, and 

short-term courses targeted at NUSIoT staff have been implemented. Training sessions for other 

departments of NUS and SATVETI members are scheduled to be provided in the future. Adding KAIZEN 

to the curriculum as a course commonly provided to NUSIoT students is also being considered. As 

for the CAT program, the existing implementation method has been reviewed and now all courses under 

the CAT program have been implemented to SATVETI members (currently 16 people in total). It is 

expected that all participants will be able to complete the program by June 2008. 

As for (2) above, the Project focused on the fact that KAIZEN is an effective approach to enhance 

management and administration capabilities, and implemented specific KAIZEN activities such as 

energy conservation and labor saving for clerical work, with QC groups serving a central role. 

Two campaigns on energy conservation have been implemented so far, achieving energy savings of 

23.2% the first time and 30% the second time. There were also efforts to introduce mail merging, 

a measure to improve the efficiency of mailing work. It is estimated that the introduction of this 

measure will save 100 labor hours. In this Project, an approach to reinforce management capability 

has been introduced, and the learning effect on the NUSIoT side was confirmed through specific 

approaches.  

 

(Output 3: Machinery and facilities are managed and maintained properly.) 

Through this Project, a stocktaking of machinery possessed by the NUSIoT Schools of Business and 



Engineering was carried out, staff was trained in asset management software, databases were 

updated, and machinery management systems using codebooks were introduced at these schools. As 

a result of such activities, it became possible for NUSIoT to understand the management status 

of facilities and machinery, and to make asset management reports to the NUS based on their actual 

status. A management system using codebooks was introduced in December 2007, which made it possible 

to update databases based on reports from lecturers with administrative responsibilities, and to 

identify machinery requiring maintenance in an integrated manner. Therefore, it is judged that 

the goal for Output 3 has generally been achieved.  

 

(3) Efficiency 

Based on the results of interviews carried out by the evaluation team with experts and relevant 

parties at NUSIoT, no problems were found in terms of the size and timing of input from the Japanese 

side such as the dispatch period of experts and the training; the Project was considered to have 

been carried out smoothly. Activities are also generally progressing in line with the initial 

schedule. It is also considered that the original outputs were reasonable, bearing in mind that 

the experts were involved in the Project for 21 months in total. 

 

(4) Impact 

The overall goal of the Project was to produce a large number of skilled workers to meet industrial 

needs from NUSIoT and other SATVETI members. One and a half years have passed since the start of 

the Project, and objective data showing the how far the Project was conducive to this overall goal 

has yet to be obtained. Under this Project, NUSIoT was able to start carrying out graduate employment 

surveys, which it had not been doing before the start of the Project. The results of the survey 

show that the employment rate was 87.2%, which was better than the original expectation of NUSIoT. 

By continuing to periodically carry out employment surveys, it will be possible to measure the 

contribution of this Project to a certain extent. Also in terms of consistency with industrial 

needs, it has been suggested that it will be possible to understand how companies value graduates 

as well as changes in their levels of satisfaction with NUSIoT by continuing the company visits 

started under this Project. 

 

(5) Sustainability 

The largest concern upon considering the sustainability of the Project was the financial 

sustainability of NUSIoT; however, NUSIoT is making independent efforts such as doubling tuition 

fees from FY 2007 and trying to cut costs. In addition, with APTC starting to accept first-year 

students from January 2008, there will be an income of facilities and machinery usage fees from 

APTC every year from now on. This will be an important financial source for NUSIoT. Because the 

appropriate management of leased facilities and machinery will be required for NUSIoT in the future, 

it should have a positive effect also in terms of the maintenance of machinery provided under the 

Grand Aid. 



The Project introduced new approaches such as company visits, a Guest Speaker Series, KAIZEN 

training courses and teaching materials, and an asset management system. During the Project 

activities were carried out by encouraging the voluntary participation of QC group members. 

According to the interviews with QC group leaders, QC groups are willing to continue their 

activities even after the Project is completed by maintaining its group format. Some groups had 

already developed activity plans and schedules that also cover the period after the Project. The 

groups are also trying to firmly establish efficient machinery management systems and systematic 

cooperation with industry circles by clearly stating them in operating rules for staff and 

operational plans. Therefore, continuity of the outputs of the Project is expected to be maintained 

through NUSIoT management continuously supporting and encouraging the activities of the QC groups.

 

3-2 Factors that Promoted-Impeded the Realization of Effects 

The establishment of APTC should support NUSIoT not only financially, but also technically through 

APTC lecturers. Particularly for ensuring the sustainability of the Project, APTC is a positive 

factor.  

Because the period of the Project is only two years, NUSIoT management tried to take full advantage 

of this learning opportunity to obtain the maximum possible level of skills and knowledge from 

the experts. Voluntary activities by the QC Groups outside of their own field or area of 

responsibility were possible with such a high levels of motivation.  

Most companies in Samoa are micro enterprises, and there are only very weak industrial associations 

or associations by business, if any. Therefore, it is difficult to grasp the needs by categories 

of business, which was one of the reasons the IAP members could not exert their functions to the 

full. 

 

3-3 Conclusion 

This Project is consistent with the Samoan government policy on technical and vocational education 

as well as the policy of the Japanese government to support Samoa. The quantity and timing of Project 

inputs were also adequate. Project purpose and outputs were generally smoothly achieved. As for 

sustainability, it is highly probable that the outputs of the Project will be maintained and 

expanded after the completion of the Project, if the NUSIoT is able to keep the system for QC groups 

such as the reinforcement of management and to promote active staff participation. In terms of 

impacts, there were some positive effects generated. The degree of contribution to the overall 

goal can be raised by NUSIoT continuing the activities introduced under the Project in the future. 

 

3-4 Recommendations 

(1) The machinery management system using codebooks had just been developed, so it must be monitored 

periodically by NUSIoT management.  

(2) Because activities such as company visits and the Guest Speaker Serious are yet to be officially 

positioned as NUSIoT policy, it is necessary to review the existing implementation policy of the 



IAP and clearly state the meaning and role of IAP, company visits and the Guest Speaker Series, 

as well as their specific implementation methods and person and departments in charge. 

(3) The Project developed an environment necessary for workplace attachment, such as by compiling 

a database of lecturers. In order to reactivate this scheme, it is necessary to provide an 

environment which encourages the actual participation of motivated lecturers, by NUSIoT management 

taking necessary measures such as arranging the schedule of lecturers or supplementing lecturers.

(4) The Project developed a short-term KAIZEN training course. Because there is also demand for 

KAIZEN in NUS, SATVETI members, private companies and public offices, it is necessary to prepare 

materials to promote the training course and make preparations for NUSIoT to promote it after the 

end of the period of the Project. Also, implement short-term training courses at NUS and SATVETI 

members before the termination of the Project to develop trainers and to accumulate experience 

of implementing the training sessions. 
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第１章 終了時評価調査の概要 

１‐１ 調査団派遣の経緯と目的 
１‐１‐１ 派遣の経緯 

サモア独立国（以下「サモア」）は国家開発計画の基本方針戦略を示したサモア国家開発戦略

（Strategy for the Development of Samoa：SDS）2005-2007 の中で、「国民により多くの選択肢を

“Enhancing people’s choice”」をテーマに、基礎教育および高等教育水準の改善を目標の一つとして掲

げ、技術教育訓練を通しての人的資源の開発、就業機会の創出を重要課題としている。 

しかし、同国唯一の高等職業教育機関であるサモアポリテクニク（Samoa Polytechnic：SP)におけ

る技術職業教育の内容は、基礎理論レベルにとどまっており、産業界のニーズに合致しておらず、同

ニーズに基づいたカリキュラムの改善、教育・訓練内容の刷新、即戦力となりうる技術力、施設機材

の更新が急務となっている。 

このような課題に対し、わが国は 2004 年度無償資金協力により SP の施設・機材を拡充している

が、ハード面での整備にあわせ、同国はカリキュラムの改善、教育・訓練内容の見直し、運営体制の

強化等のための技術協力をわが国に要請した。 

本プロジェクトは同要請に基づき、SP のマネジメント体制の強化および産業界のニーズに合致し

た教育・訓練体制作りを支援することを目的として、2006 年 7 月から 2008 年 6 月までの 2 年間で実

施するものである。なお、SP は 2006 年 2 月にサモア国立大学と合併し、サモア国立大学 Institute of 

Technology（National University of Samoa, Institute of Technology：NUSIoT」と名称が変更された。 

2008 年 6 月末にプロジェクトが終了することから、プロジェクトの進捗状況を確認し、これまで

の成果を把握するとともに、今後のプロジェクトの計画に関し、サモア側関係機関と協議するため、

終了時評価調査団を派遣することとした。 

１‐１‐２ 派遣の目的 

   ア．プロジェクトの投入及び実施プロセスを取りまとめる。 

   イ．プロジェクトの成果及び目標達成状況を確認する。 

   ウ．プロジェクトの目標達成度について評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）の観点から評価する。 

   エ．プロジェクトチーム、サモア側関係者の双方に対し、現状及び対処すべき課題を確認し、

協力終了までの活動について助言を行う。 

   オ．プロジェクト終了後の方針について確認する。 

   カ．協力の反省点をまとめ、類似案件で活用できるような教訓を得る。 

 

１‐２ 調査団概要 
１‐２‐１ 調査団構成 

担当業務 氏名 所属 

総  括 四釜 嘉總 国際協力機構 サモア駐在員事務所 

協力企画 安藤 朋 国際協力機構 人間開発部第二グループ技術教育チーム 

評価分析 井田 光泰 株式会社インターワークス 適材適所事業部 
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１‐２‐２ 調査日程 

日程 活動内容 

2 月 12 日 火 成田発 サモア着 

2 月 13 日 水 JICA サモア駐在員事務所打ち合わせ 

財務省・教育スポーツ文化省・NUSIoT 表敬 

サモア資格認定機構（SQA）インタビュー 

2 月 14 日 木 カウンターパートへのインタビュー 

ドンボスコ技術センターインタビュー 

サモア製造・輸出業者協会インタビュー 

2 月 15 日 金 サモア技術者協会インタビュー 

Australia-Pacific Technical College（APTC）インタビュー 

カウンターパートへのインタビュー 

JICA シニアボランティア面談 

2 月 16 日 土 ミニッツ案作成 

資料整理 

2 月 17 日 日 ミニッツ案作成 

資料整理 

2 月 18 日 月 商工会議所インタビュー 

専門家・カウンターパートへのインタビュー 

JOCV 面談 

2 月 19 日 火 JICA サモア駐在員事務所打ち合わせ 

NUSIoT 学長との協議 

専門家打ち合わせ 

2 月 20 日 水 ミニッツ案作成 

合同調整委員会（JCC） 

2 月 21 日 木 ミニッツ署名 

2 月 22 日 金 JICA サモア駐在員事務所報告 

2 月 23 日 土 サモア発 

2 月 24 日 日 成田着 

 

１‐３ 主要面談者 
１‐３‐１ サモア側関係者 

組織 氏名 役職 

Hon. Toomata Alapati Toomata Minister Ministry of Education, 

Sports and Culture 

  Mr. Tautapilimai Levaopolo Tupae Esera Chief Executive Officer 

Ministry of Finance 
Ms. Noumea Simi 

ACEO, Aid Coordination/Loans 

Management Division 
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National University of 

Samoa 
Mr. Magele Tafafunai Mauiliua Magele Vice Chancellor and President 

National University of 

Samoa, Institute of 

Technology 

Ms. Letuimanu'asina Dr. Emma Kruse 

Va'ai 
Deputy Vice Chancellor 

Institute of Professional 

Engineers 
Mr. Thomas T. Tinai President 

Chamber of Commerce 

and Industry 
Mr. Klaus J. Stunzner (Jr) President 

Don Bosco Technical 

Centre 
Mr. Father Petelo Vito Principal 

Samoa Qualifications 

Authority 
Ms. Fepulea'i Sinapi Moli Chief Executive Officer 

Mr. Peter Hopgood Manager, Eastern Division 

Mr. Andrew Robertson Office/Finance Manager, Samoa 

Australia-Pacific 

Technical College 

  

  Mr. Karl Evans Country Manager, Samoa 

１‐３‐２ 日本側関係者 

組織 氏名 役職 

日本人専門家 永井 清志 総括/職業訓練運営管理 

砂川 忠雄 技術科教育 
JICA シニアボランティア 

須藤 勝人 機械工学 

JICA JOCV 川藤 有希子 視聴覚教育 

JICA サモア駐在員事務所 富原 崇之 企画調査員 

 

１‐４ プロジェクトの基本設計 

本プロジェクトの基本設計は以下のとおり。 

ア．プロジェクト名称： 

和文：サモア独立国技術職業教育訓練強化計画 

英文：The Project for Strengthening Technical and Vocational Education Development in the Independent 

State of Samoa 

イ．協力期間：2006 年 7 月 1 日から 2008 年 6 月 30 日まで 

ウ．相手国側実施機関：NUSIoT 

エ．プロジェクトサイト：NUSIoT 

オ．上位目標： 

産業界のニーズに合致した技術者が NUSIoT およびサモア技術職業訓練教育評議会（Samoa 
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Association of Technical and Vocational Education and Training Institutes：SATVETI）メンバー校から多数

輩出される。 

カ．プロジェクト目標： 

  産業界のニーズに合致した人材を輩出するべく、NUSIoT のマネジメント体制が強化される。 

キ．成果： 

産業界諮問委員会（Industrial Advisory Panel：IAP）メンバーおよびその他産業界の代表者との連携が

強化される。 

NUSIoT と SATVETI メンバー校のスタッフの能力が向上する。 

施設・資機材が適切に維持管理される。 
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第２章 評価調査の方法 

 本プロジェクトの評価調査は、『JICA事業評価ガイドライン－プロジェクト評価の実践的手法』

（2004年・独立行政法人国際協力機構・企画調整部評価管理室編）に基づき、プロジェクトの実績及

び実施プロセスをとりまとめ、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の

観点から、評価を行った。 

評価5項目の内容は以下のとおり。 

 妥 当 性 ：  プロジェクト目標や上位目標が相手国政府の開発政策、受益者のニーズ、わが国の

援助方針に合致しているかどうかを判断する。また上位目標、プロジェクト目標、

成果（アウトプット）及び投入の相互関連性に整合性があるかを判断する。 

 有 効 性 ：   成果及びプロジェクト目標の現時点での達成状況、プロジェクト終了時での達成見

込み、そして成果の達成がプロジェクト目標の達成に貢献しているかどうかを判断

する。 

 効 率 性 ：  投入の時期、質、量等により、成果にどのような影響を与えたか、投入は成果の達

成のために貢献しているか、投入に過不足はなかったかを判断する。 

 インパクト： プロジェクト実施によってもたらされる、より長期的、間接的効果や波及効果をみ

るものであり、プロジェクト計画時に予期された、あるいは予期されなかったプラ

スあるいはマイナスの波及効果を評価する。 

 自立発展性： 組織制度面、財政面及び技術面から、協力終了後も当該国によってプロジェクトの

成果が継続して維持、発展する見込みがあるかどうかを判断する。 

 

２‐１ 評価調査の方法 
評価調査は、日本側評価団員とサモア側評価団員によって実施された。調査の作業概要は以下のと

おりである。 

２‐１‐１ 国内準備期間 

① プロジェクト･デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に基づく調査用評価グ

リッド表（実績・実施のプロセス、評価5項目）の作成（調査団員、現地専門家、関係者との

会議） 

② プロジェクト報告書と関係資料のレビュー1（調査団員） 

③ 質問票及びインタビュー表の作成 

２‐１‐２ 現地調査期間 

① 相手国関係者への評価調査の目的、方法、作業内容の説明（PDM、評価グリッドの内容の確

認）（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

② インタビュー調査（調査団員） 

③ 調査結果に関する協議（調査団員、現地専門家、関係者との会議） 

④ プロジェクト終了までの期間における活動に関する協議（調査団員、現地専門家、関係者と

の会議） 

 
                                                        
1基礎調査報告書（2005 年 4 月）、実施協議報告書（事前評価調査報告書を含む）（2006 年 4 月）、プロジェクト定期報

告書、プロジェクト作成各種資料等。 
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２‐２ 主な調査項目とデータ収集方法 

調査項目は、2006年3月に合意されたPDMのプロジェクト目標、成果に対応する各指標が主に選定

された。 

データ収集方法として、関係者へのインタビュー調査、報告書等の資料分析を行った。インタビュ

ーは、カウンターパート、専門家、産業界を対象として行った。産業界については、商工会議所、企

業を対象にインタビュー調査を行った。資料分析としてプロジェクト報告書等をもとに、プロジェク

トの実績を整理した。 
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第３章 プロジェクトの実績 

３‐１ 投入の実績 

 日本側及びサモア側より、本プロジェクトには以下の投入が行われた。 

３‐１‐１ 日本側の投入 

（１） 専門家 

プロジェクト開始から2008年3月までの日本人専門家の投入実績は以下の通り。 

 

表３－１ 日本側投入実績 

指導分野 派遣専門家数 合計月数 

総括/職業訓練運営管理 1 10.83 

副総括/産業連携強化 1 4.97 

訓練サイクル管理 1 2.7 

施設・機材維持管理 1 2.9 

合計 4 21.4 

（２） カウンターパート研修 

 プロジェクトは、3 名のカウンターパートに対して本邦研修、1 名に対してニュージーランドで

の研修を実施した。 

 本邦研修では、サモア国立大学 Institute of Technology（NUSIoT）の幹部 3 名が「職業訓練運営

コース」に参加した。また、NUSIoT の機材管理担当者１名をニュージーランドに派遣し、機材

管理ソフトの活用・操作方法と同国の職業訓練校での機材管理方法について研修を行った。 

（３） ローカルコスト 

プロジェクト開始時（2006 年 7 月）から終了時（2008 年 6 月）まで、今後の投入予定分を含め

た日本側の投入総額は約 2,200 万円である。投入内訳は以下のとおり。 

 

表３－２ 日本側投入内訳 

No 科目 
2006 年度 

 (2006 年 7 月 
- 2007 年 3 月) 

2007 年度  
2008 年度  

(2008 年 4 月 
-2008 年 6 月) 

1 雇人給与 581,881 417,558 255,648
2 消耗品代 33,155 10,000 20,000
3 旅費 27,936 0 0
4 通信費 135,204 350,000 166,047
5 コピー・印刷費 43,737 126,510 0
6 車両レンタル代 2,489,876 3,468,225 1,713,273
7 現地研修費 1,722,100 2,500,000 2,031,037
8 その他 444,158 1,563,471 375,715
9 現地再委託費 0 3,994,000 0

  合計 5,478,047 12,429,764 4,561,720

（単位：日本円) 
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３‐１‐２ サモア側の投入 
（１） カウンターパート配置 

プロジェクトディレクターとプロジェクトマネージャーを含む 37 名の NUSIoT スタッフがカウ

ンターパートとして配置された（巻末資料参照）。 

（２） 施設設備 

プロジェクトチームの事務所スペースなど活動に必要な NUSIoT のリソースが提供された。 

 

３‐２ 成果の達成状況 

調査時点（2008 年 2 月）での成果の進捗・達成状況は以下の通りである。 

３‐２‐１ 成果１：産業界との連携強化 

本プロジェクトでは産業界諮問委員会（IAP）の機能を補完するものとして、産業界ニーズと現行

カリキュラムの課題を把握するための会社訪問、学生のキャリアパスや必要な能力・技能についての

理解を深めるためのゲストスピーカーシリーズを導入した。クオリティ・サークル（Quality Circle：

QC）グループとシニア講師が中心となり、これまでに 36 社を訪問し、6 回のゲストスピーカーシリ

ーズを開催した。会社訪問の結果は NUSIoT マネジメントと関連する学科にフィードバックされた。

こうした活動の結果、次のような効果が生まれた。 

 NUSIoT の講師が直接会社から具体的なニーズや卒業生に不足する能力・技能を聞くことがで

き、授業内容や不足する講義項目を知る機会となった。 

 会社訪問を通して NUSIoT は学生の職場体験の送り出し先の拡大、NUSIoT の施設・機材や

KAIZEN 研修などの宣伝を行う機会が得られた。 

 会社訪問を通して IAP メンバーとのコミュニケーションができた。また、新たな IAP メンバー

の候補を探すことも可能となり、IAP 機能の強化を図るための有効性も一定程度認められた。 

３‐２‐２ 成果２：NUSIoT と SATVETI メンバー校の能力強化 

（１） 成果２－１：教授法の強化・カリキュラムの改善 

成果 2-1 に対応するプロジェクトの取り組みは KAIZEN 研修コースの開発、成人教育資格

（Certificate of Adult Teaching：CAT）プログラムの実施、会社訪問の結果に基づくカリキュラムの

改善である。KAIZEN 研修コースは日系企業の協力を得て教材開発を行い、これまでに NUSIoT ス

タッフに対する短期コースが試行された。今後、サモア国立大学（National University of Samoa：

NUS）の他部署とサモア技術職業訓練教育評議会（SATVETI）メンバー校に対する研修が予定さ

れている。また、NUSIoT の共通科目としてカリキュラムに KAIZEN を加えることが検討されてい

る。 

CAT グログラムについてはこれまでの実施方法を見直して、現在 16 名の SATVETI 校メンバー

に対して CAT プログラムの全コースが実施されており、2008 年 6 月に全員がプログラムを修了で

きる見込みである。 

NUSIoT では学科別に、訪問の結果を受けてカリキュラム、シラバス、指導方法などの見直しを

行っている。現在、QC3 グループが訪問した企業に NUSIoT の講義項目リストを配布して、卒業

生の能力・技能が弱い項目をチェックしてもらうという作業を行っている。この結果も合わせてカ

リキュラム、シラバス、指導方法の改訂を行う予定である。 

（２） 成果２－２：マネジメント・事務能力の強化 

プロジェクトではマネジメント力・事務能力の強化を進める上で KAIZEN が有効なアプローチ
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であることに注目して QC グループを中心とした省エネや事務作業の省力化といった具体的な

KAIZEN 活動に取り組んだ。省エネについてはこれまでに 2 回のキャンペーンを実施して、1 回目

で 23.2%、2 回目で 30%の省エネを達成した。郵送作業の事務効率化を図るためのメール・マージ

の導入にも取り組み、この導入により 100 時間分の労働効率化が可能となると試算されている。 

NUSIoT スタッフへの調査団のヒアリングによれば、KAIZEN 導入のメリットとして、具体的な

活動への参加を通して、アプローチと方法論を理解できたこと、職員のマネジメントへの参加意欲

の向上、KAIZEN アプローチを活用して職場の問題解決の方法について理解を得たことを挙げてい

る。 

（３） 成果３：施設・機材の適切な管理 

プロジェクトでは NUSIoT のビジネス校とエンジニアリング校の所有機材の棚卸し、資産管理ソ

フトについての職員研修とデータベースの更新、コードブックによる機材管理システムの導入等を

行った。こうした活動の結果、NUSIoT は施設・機材の管理状況を把握できるようになり、NUS に

対して実態に基づく資産管理報告ができるようになった。コードブックによる管理システムは

2007年 12月から導入され、管理責任者である各講師からの報告に基づきデータベースを更新して、

維持管理の必要な機材の特定なども一元的に把握できるようになった。こうした点から、成果 3

の成果目標はほぼ達成されたと判断できる。 

 

３‐３ プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標：産業界のニーズに合致した人材が、NUSIoT および SATVETI メンバー校から

輩出される。 

プロジェクト目標は、以下の理由から協力期間内に一定程度達成されると判断される。 

① 産業界から得た情報をカリキュラムやシラバスに反映させ、産業界のニーズに合致した卒

業生の輩出につなげる活動を続けている。 

② NUSIoT 内でマネジメント能力の強化につながる KAIZEN 活動が行われている。 

③ 機材管理システムが策定され、関係スタッフがそのシステムの運営に協力している。 
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第４章 ５項目による評価結果 

 前述の『JICA 事業評価ガイドライン－プロジェクト評価の実践的手法』に基づき、実績の調査結

果を精査・分析し、5 項目別に評価を実施した。各評価結果の概要は以下のとおり。 

 

４‐１ 妥当性 

サモア政府は、サモア国家開発戦略（SDS）2005-2007 で技術職業教育を通した人材育成を重要課

題として位置づけている。現在、次期（2008-2010）の開発戦略のドラフトを作成中であるが、その

中でも引き続き技術職業教育を優先課題に位置づけている。従って、本プロジェクトはサモアの政策

上の優先課題に合致していると判断される。日本のサモアに対する国別援助政策でも技術職業教育の

強化を優先課題としており、本プロジェクトの掲げる上位目標とプロジェクト目標は日本・サモア双

方の政策上の優先課題に沿ったものである。 

受益者ニーズという点では、本プロジェクトは産業界とサモアの技術職業教育機関のニーズに応え

るもので妥当性が高い。本プロジェクトで取り組んだ会社訪問では、サモア技術職業教育機関の卒業

生の基礎的な能力強化に対する強い要望が寄せられた。本プロジェクトでは、サモア技術職業訓練教

育評議会（SATVETI）メンバー校の要望が強い教員の教授法の強化への支援に応えるなど、受益者

ニーズにも対応したものであったといえる。 

 

４‐２ 有効性 

前述したとおり、本プロジェクトの 3 つの成果目標はほぼ順調に進捗しており、会社訪問やゲスト

スピーカーシリーズの導入とそのための体制作り、KAIZEN を通したマネジメント・事務能力の向上、

機材管理のシステム作りなどで具体的な成果も生まれている。よって、協力期間内にプロジェクト目

標は一定程度達成されると考えられる。 

 

４‐３ 効率性 

調査団による専門家とサモア国立大学 Institute of Technology（NUSIoT）関係者へのヒアリングによ

れば、専門家の派遣時期や研修など日本側の投入の規模・タイミングに問題はなく、円滑にプロジェ

クトが実施された。活動もほぼ当初計画通りに推移している。当初、想定された成果目標についても、

専門家投入期間がのべ 21 ヶ月間という規模を考慮すると、妥当なものであった。 

 

４‐４ インパクト発現状況 

本プロジェクトの上位目標は、NUSIoT と SATVETI メンバー校が産業界のニーズに見合った卒業

生を輩出することである。プロジェクトはまだ 1 年半を経過したところであり、この上位目標への貢

献度を客観的に示すデータはない。プロジェクト以前には NUSIoT は卒業生の就職状況の調査を行っ

ておらず、本プロジェクトで初めて調査を実施した。対象は 2002〜2006 年の間に NUSIoT と旧サモ

アポリテクニク（SP）のビジネス校、エンジニアリング校、海事校を卒業した学生 1,251 名で、554

名から回答を得た。この結果によれば就職率は 87.2%であった。調査の期間と規模の制約から、調査

精度に若干の課題はあるものの、当初 NUSIoT が想定していた以上に良好な就職状況であった。今後、

定期的に就職状況の調査を継続して行くことで、本プロジェクトの貢献度を測ることが可能となる。

また、産業界ニーズとの合致という点に関しても本プロジェクトで導入した会社訪問を継続すること
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で、卒業生に対する企業の評価や NUSIoT についての満足度の変化を把握することができると思われ

る。 

 

プロジェクト･デザイン・マトリックス（PDM）に示された期待されるインパクト以外で調査団が

把握したプラスの貢献として以下の点が挙げられる。 

（１） ゲストスピーカーシリーズを通した就職機会の提供。この機会を通して、ゲストとして

招かれた企業と学生が直接話をする機会が生まれ、面接を受けて実際に就職に繋がると

いった事例が生まれた。 

（２） 企業訪問に参加することで、NUSIoT の講師が企業側の生の声を聞くことになり、カリ

キュラムや学生指導で不足する点を理解することができるようになった。 

（３） プロジェクト以前は講師が機材管理における役割が明確でなかったが、プロジェクトで

台帳管理などの機材管理システムが導入されたことで、役割と管理義務が明確化されて

責任感も高まりつつある。 

（４） プロジェクト外への普及効果としては、今後、サモア国立大学（NUS）や SATVETI メン

バー校への KAIZEN 研修コースの実施が予定されている。また、将来的に商業ベースで

民間企業や公官庁に対して研修を行うことで、サモアにおける KAIZEN の普及が期待さ

れる。 

 

４‐５ 自立発展性 

４‐５‐１ 組織面の自立発展性 

（１） プロジェクトでは、クオリティ・サークル（QC）グループのメンバーの自主的な参加を促し

ながら活動を進めており、調査団の QC グループリーダーへのヒアリングによれば、プロジ

ェクト終了後も QC グループの形態を維持して活動を継続していく意向で、グループによっ

ては既にプロジェクト後も含めた活動計画やスケジュールを作成している。こうした点から

NUSIoT マネジメントが引き続き QC グループの活動を支援・奨励することで、継続性が保た

れると思われる。 

（２） 自立発展性を検討する際に最も危惧されたのは NUSIoT の財政面での自立発展性であるが、

NUSIoT は 2007 年度から授業料を 2 倍に引き上げたり、コスト削減等に努めるなど、自主的

な努力を行っている。さらに、2008 年 1 月からオーストラリア・太平洋技術学院

（Australia-Pacific Technical College：APTC）が第１回生の受け入れを始めたことで、今後は

毎年 APTC からの施設・機材の使用料が入るため、NUSIoT にとって大きな財源となった。

今後 NUSIoT はリースする施設・機材の適切な管理も求められるため、無償資金で供与され

た機材の保守・維持管理にとってもプラス面となる。 

 

表４－１ NUSIoT の財務状況  

 2005 年度 2006 年度 2007 年度 
収入    
政府補助金 23,539 1,134,149 2,000,000 
授業料 308,286 346,583 474,873 
海事コース受講料 90,920 83,900 98,400 
ドナー支援・寄付 2,800,000 3,145,187 33,453,961 
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その他 49,941 29,792 N/A 
合計 3,272,686 4,739,611 N/A 
支出    
職員給与 2,233,541 2,715,851 2,169,250 
職員研修 9,038 18,454 22,241 
施設・機材維持管
理 50,124 42,535 198,774 
その他 1,093,683 1,523,921 N/A 
合計 3,386,386 4,300,761 N/A 

     （単位：サモアタラ） 

（情報提供：NUS 財務課） 

 

（３）民間・公官庁からの受注・受託は、NUSIoT の自主財源の拡大や講師の技術向上の面でメリ

ットがある。NUSIoT 学長やシニア講師へのヒアリングによれば、KAIZEN などの研修の提

供については意欲的であるが、受注・受託事業については将来的な課題としている。サモア

は民間の市場が小さいこともあり民間と競合しているとの印象を持たれたくないこと、受

注・受託事業を行うための品質管理や体制がないことを制約要因として挙げている。 

４‐５‐２ プロジェクト成果の自立発展性 

（１） 産業界との連携強化 

プロジェクトでは計画・実施からカリキュラム改善まで会社訪問活動のフローを確立しており、

既に一定の制度化が図られている。また、2008 年度の NUS の事業計画、NUSIoT のアカデミック

ポリシーにも明示されている。QC2 と QC3 グループは会社訪問活動を継続していく意欲が高い。

こうした点から、会社訪問を通した産業界との連携の継続性は高いと判断される。 

アンケート調査結果によればゲストスピーカーシリーズは学生から高く評価されている。また、

企業側も学生への啓蒙の良い機会として歓迎している。QC2 グループはプロジェクト終了後も含

め 2008 年 10 月までのゲストスピーカーの選定と依頼を行っている（月 2 回開催）。こうした点か

ら、ゲストスピーカーシリーズの継続性も高いと思われる。 

 産業界諮問委員会（IAP）は NUSIoT にとって、産業界との定期的な対話を促進し、産業界のニ

ーズを把握するための公的な場として位置づけられているが、実態としては IAP メンバーの会議

への出席率が非常に低いため、事実上開催されていない。プロジェクトでは企業訪問等を通して新

たな IAP メンバー候補を選定して会議開催を試みるなど IAP の強化を図ったが、この問題は解決

していない。 

（２） KAIZEN を通したマネジメント・事務能力の強化 

QC1 グループを中心に NUSIoT スタッフは省エネや省事務化といった具体的な活動を試行する

中で、KAIZEN アプローチの理解を深めてきた。QC1 グループでは NUSIoT 内の情報共有とコミ

ュニケーション強化のために情報回覧システムの導入を検討するなど、継続的な KAIZEN 活動を

意図している。省エネへの取り組みもキャンペーン期間だけでなく、引き続き様々なアイディアが

出され、試行が続いている。省エネへの取り組みでは実際に効果が確認されているため、NUSIoT

マネジメントも継続への意欲が高い。こうした点から、プロジェクトで導入された KAIZEN 活動

は今後も継続的に取り組まれる可能性が高いと判断される。 

（３） 教授法の強化 

 プロジェクトでは既存の成人教育資格（CAT）プログラムの実施形態を見直した上で、現在 16
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名の SATVETI メンバー校の講師に対して同プログラムを提供しており、2008 年 6 月に修了する見

込みである。これまで CAT プログラムは基礎コースを幅広く提供してきたが、本プロジェクトで

は受講者を限定しするかわりに受講者が全コースを修了することで、プログラム修了者が職場で他

の講師に教授法を指導できることを意図している。CAT プログラムは外部講師を含めて NUS が独

自に実施することができる。CAT プログラムの実施は NUS の事業計画に含まれ予算も確保される

ため、プロジェクト終了後も NUS の講師に対しては継続される。しかし、SATVETI メンバー校は

プロジェクト後にニュージーランドなどの提供する第 3 国研修といった外部リソースを活用する

か、独自に受講料を確保することが求められる。 

 プロジェクトでは KAIZEN の短期研修コースを開発した。NUSIoT スタッフは教材開発のための

工場視察や省エネキャンペーンなど実際の経験をベースに、プロジェクト後も研修を行うことが可

能となった。今後は NUS や SATVETI 校への研修実施が予定されており、こうした研修の実績を

積み重ねると同時に、将来的には会社訪問など通して民間・公官庁への普及が期待される。 

（４） 機材の維持管理 

 プロジェクトでは NUSIoT のビジネス校とエンジニアリング校の所有機材の棚卸し、資産管理ソ

フトを活用したデータベースの更新、コードブックによる機材管理システムの導入を行った。資産

管理担当者は研修とその後のデータベースの運用を通して、ソフトウエアの操作にも習熟している。

コードブックによる機材の管理（特に講師からの月例報告）は、講師の業務規定の中に明記され、

コードブックによる管理システムは学長の指示文書によって公的に認知されている。既に効果的な

資産管理の方法とシステムが導入されており、今後はこのシステムが意図した通りに運用されるか

どうか、十分にモニタリングする必要がある。 

 

４‐６ 促進・阻害要因 

４‐６‐１ 促進要因 

（１） 本プロジェクトの自立発展性については APTC が非常に重要な役割を果たしつつある。オ

ーストラリア政府は 1 億 4950 万オーストラリアドルを投入して、2007～2011 年の 5 年間で

APTC の訓練校をサモア、フィージー、パプアニューギニア、バヌアツの 4 国に設置し、2011

年までに 3000 名の卒業生を送り出すことを目標としている。APTC の特徴は、各国の既存

のリソース（サモアの場合は NUSIoT の施設と機材）を最大限に利用する一方、オーストラ

リアの卒業認定に不足する施設・機材のみ訓練校に提供すること、学生を幅広くアジア太平

洋州から集めること（サモア訓練校の場合、1 年目の入学者の 3 割程度がサモア出身者）、

入学者の既履修内容、技能、経験を審査した上で各学生がオーストラリアの卒業認定に必要

な単位を取得するという形態をとることである。APTC の設立は NUSIoT にとって次のよう

なメリットがある。① NUSIoT から毎年、施設・機材の使用料が入るため財政面で大きな

メリットがある。② APTC の講師が実際に NUSIoT で授業を行うため、NUSIoT の講師は日

常的にオーストラリアの講師から講義内容、教授法、技能を学ぶ機会が得られる。③ 来年

度から 5 名程度、NUSIoT 講師向けの枠（夜学）が設けられるため、講師のレベルアップを

図ることができる2。 特に本プロジェクトで導入した活動の継続するための財源確保と講

                                                        
2 NUSIoT の講師がオーストラリア基準に合った資格を得ることで「頭脳流出」が促進されるリスクはあるが、NUSIoT
学長によれば、APTCに入学する条件として卒業後一定期間NUSIoTに継続して就業することが義務づけられること、

オーストラリアでの就業機会を得る上で年齢が考慮されるため、実際に資格を得ても 40 歳以上の NUSIoT 講師が就業
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師の技能向上という面で APTC と相乗効果が期待されている。 

（２） NUSIoT への調査団のヒアリングでは、学長・副学長などのマネジメントと QC グループ長

から、職業訓練分野で技術協力を得ることは非常に貴重な機会であり、協力期間が 2 年間と

短いため、プロジェクトの諸活動に積極的に参加して十分な学習効果を得なければならない

との意識が非常に強かった。こうした意識が高いため、職域や担当分野にとらわれない QC

グループの自主的な活動が可能となった。 

（３） サモアでは国内の職業技術訓練機関の資格基準制度を導入するためにサモア資格認定機構

（Samoa Qualification Authority :SQA）を設置し、資格制度の枠組みを定め、その施行のため

のガイドラインと政策文書の最終案を作成中である。実際の学校の格付けにあたっては、

SQA 内部には学校の資格基準を定めることのできる人材がいないため、この点で NUSIoT

が先導的な役割を果たすことが期待されている。SQA による基準審査が開始されれば、

NUSIoT は事実上自らが設定した基準に準拠することが求められるため、よい意味でのプレ

ッシャーとなる可能性が高い。SQA では NUSIoT ではなく、カリキュラムの整備や講師資

格面などで課題の多い学校（SATVETI メンバー校など）への対応が今後の大きな課題であ

る。資金・人材的にも余力のない学校では、求められる基準が高すぎる場合、SQA に加わ

らない可能性があり、その場合、SQA という枠組み自体が機能しなくなる。そうした事態

を招かないように、SQA としては各学校との合意形成を重視して徐々に資格制度の導入を

図るというアプローチをとる意向である。 

４‐６‐２ 阻害要因 

サモアではほとんどが零細企業であり、産業団体や職種別の団体は存在しないか、あっても極めて

脆弱である（例えば機械はあるが活動レベルは低く、配管・電気などは職種別団体が存在しない。商

工会議所は 150 社が加盟するが、製造業は 40 社程度で活動レベルは低い。製造・輸出業協会は 90

社が加盟し比較的活発であるが、専任スタッフはいないなど）。行政、産業界、職種別団体などが職

工に求める資格・基準も存在しない。このため、卒業生に求められる知識・技能を職種別に特定・定

義することが難しかった。また、プロジェクト成果の中で IAP の機能強化が挙げられていたが、IAP

のメンバーも零細企業の事業主であり、会議出席の時間がとれない、彼らの発言が必ずしも職種団体

を代表していないといった点も産業界のニーズを把握する上で困難な点であった。 

４‐６‐３ NUS とサモアポリテクニク（SP）の統合について 
長年にわたる協議と準備を経て、2006 年 3 月に NUS と SP が正式に統合し、SP は NUSIoT と名称

変更された。両者の統合によって、NUS と NUSIoT の総務部門が統合され、事務手続き、資産・財

務管理などの面での一元管理が進んでいる。ただし、NUSIoT の技術職業訓練機関としての機能、学

科構成、カリキュラム、講師資格、入学・卒業資格要件などについては、NUSIoT の専権事項として

堅持されている。 

 

４‐７ 結論 

本プロジェクトはサモア政府の技術職業教育に対する政策と日本政府のサモアに対する支援方針

に合致している。プロジェクトの投入の量とタイミングも適切であった。当初想定したプロジェクト

目標と成果目標はほぼ順調に達成されつつある。自立発展性については、NUSIoT が QC グループに

                                                                                                                                                                                   
できる可能性は低いという。このため NUSIoT としては短中期的にはそうしたリスクは低いと判断している。 

- 14 -



 

よるマネジメント強化などの体制を維持して、スタッフの積極的な参加を促進できれば、プロジェク

ト後もプロジェクトの成果を維持・拡大できる可能性が高い。インパクトの発現についてはいくつか

のプラスの効果が生まれている。今後、NUSIoT がプロジェクトで導入した諸活動を継続していくこ

とで上位目標に対する貢献度を高めることができる。 

 

上記評価結果に基づき、本プロジェクトはほぼ当初の目標を達成したことから、計画通り 2008 年

6 月をもって完了できると判断する。NUSIoT の自立的なマネジメント強化に向けて次の提言を行っ

た。 
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第５章 提言 

 調査結果をふまえ、日本側・サモア側の合意事項として、以下の提言を行った。 

 

（１） コードブックを活用した機材の管理システムは導入が開始されたばかりである。このシステ

ムが所定の手続きに沿って適切に運用されているか、サモア国立大学 Institute of Technology 

（NUSIoT）のマネジメントが定期的にモニタリングを行うことを提案する。特に、講師に

よる月例報告が適切かつ定期的に行われているかチェックすること。 

（２） 産業界との連携については、企業訪問、ゲストスピーカーシリーズといった活動が導入され

たが、まだ NUSIoT の方針として位置づけられていない。このため、既存の産業界諮問委員

会（IAP）の実施方針を見直して、IAP、企業訪問、ゲストスピーカーシリーズの意義と役

割、具体的な実施方法や担当・責任者（部署）を明示すること。 

（３） プロジェクトでは講師のデータベースを整備するなど、ワークプレイスアタッチメントに必

要な環境整備を行った。このスキームを再開するためには、NUSIoT マネジメントが講師の

スケジュールや講師補充などで必要な措置をとるなどして、意欲のある講師が実際に参加で

きる環境を整備すること。 

（４） プロジェクトでは KAIZEN の短期研修コースの開発を行った。KAIZEN はサモア国立大学

（NUS）、サモア技術職業訓練教育評議会（SATVETI）メンバー校、民間企業、公官庁でも

ニーズがあるため、開発した研修コースのプロモーションのための材料（パンフレット、

NUSIoT での省エネキャンペーンの効果をまとめたケーススタディなど）を作成して、プロ

ジェクト後 NUSIoT が売り込みを行うための準備を行うことを提案する。NUS と SATVETI

メンバー校に対してはプロジェクト終了までに短期研修コースを実施して、研修講師の育成

と研修実績作りを行うこと。 
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